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大原大学院大学会計研究科会計監査専攻に対する認証評価結果 

 

 

Ⅰ 認証評価結果 

 

評価の結果、貴大学会計研究科会計監査専攻（経営系専門職大学院）は、本協会の経

営系専門職大学院基準に適合していると認定する。 

認定の期間は 2016（平成 28）年３月 31 日までとする。 

 

 

Ⅱ 総 評 

貴大学会計研究科会計監査専攻（以下、貴専攻）は、「時代の進展と社会の要請に応え

うる有能な職業会計人を養成するため、会計理論及び実務における高度の専門的職業能

力を授け、もって我が国及び国際社会の発展に寄与することを目的とする」と目的を明

示し、「学術的研究の実践」、「実務的技能の習得」および「職業倫理の醸成」を教育の

柱として、現在および将来の経済社会に貢献し得る、より高度な職業会計人の育成を使

命として掲げている。そこには職業的倫理の涵養が盛り込まれ、将来の経営の人材ニー

ズに適合した人材像が示されていると評価できる。こうした貴専攻の使命・目的および

教育目標は、ホームページや大学案内等を通じて社会一般に広く明らかにされており、

教職員については教授会等で、また、学生に対しては新年度最初のオリエンテーション

の際に説明が行われ、周知が図られている。 

貴専攻では、専門職学位課程制度の目的ならびに貴専攻固有の使命・目的および教育

目標を達成するのに適した授業科目が開設されており、特に会計分野の特性に応じて、

基本的な科目、基礎知識を展開・発展させる科目等が適切に配置されていると評価でき

る。また、課題に対するプレゼンテーションやディスカッションが取り入れられ、くわ

えて、「会計職業倫理」、「英文会計」、「国際財務報告基準概論」等の科目を配置すること

により、会計の実務に必要な専門的な知識、思考力、分析力、表現力等を修得させると

ともに高い倫理観を持つプロフェッショナルな人材の養成が図られている。 

また、ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の一環として行われている教

員同士の授業参観とその後のディスカッションは、実践教育に関する授業の水準を適切

に把握し、向上させていくための取組みとして評価できる。 

しかし、貴専攻に対しては、いくつかの点について勧告事項、または、検討課題を指

摘しなければならない。 

貴専攻は、設立以来、入学定員の５割程度の入学者しか確保できていない状態が継続

している。こうした状態は、例えば、受講者数が極端に少ないためにディスカッション
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形式の授業が有効に展開できないといった形で教育環境や教育内容に重大な影響を及ぼ

すおそれがある。これに対して、貴専攻では魅力のあるカリキュラムを提示することに

より、こうした状態を改善するとの考えのもとで「将来計画検討委員会」において、現

在カリキュラムの改正が検討されている。しかし、こうした対策の効果が現れるまでに

は、カリキュラムや授業内容の周知・浸透に比較的長い時間が必要であり、短期的な改

善効果には疑問がある。また、現行のカリキュラムがニーズに適合していなかったこと

を前提とするならば、学生のニーズを十分にくみ取る努力がなされなければ根本的な解

決には至らないものと判断する。このため、場合によっては、これと併せて、入学・収

容定員の見直しを含む、比較的短期間に効果が発現するようなより抜本的な改善策を検

討すべきである。 

学生の自習室においては、自習用の机に仕切りのようなものは設けられておらず、集

中して自習および研究できる環境が確保されていない。学校法人大原学園（専門学校）

の公認会計士受験講座受講生用の個別に区画された自習スペースを利用することができ

るとされてはいるが、貴専攻独自で十分な教育研究環境を整備し、学生の学習環境に配

慮すべきである。 

また、公認会計士の資格取得だけではなく会計研究を目標として掲げる貴専攻として

は、図書室における蔵書が質・量ともに著しく不足している。有価証券報告書のような

会計専門職にとって必須である資料が配備されていないほか、会計学および関連領域の

電子ジャーナルやデータベース等もほとんど利用できない状態である。図書の購入にあ

たって学生の意向が十分に反映されているとはいえず、専門的な視点からの収集が不足

しているようにも感じられる。また、図書室の利用可能時間が短いことについても教育

研究環境および学生の学習環境の確保という観点から重大な問題である。これらの状態

は早急に改善されるべきである。 

これらの教育研究上の環境・設備の充実は、会計分野の専門職大学院としての魅力を

高めるものであり、カリキュラムの改正とあいまって、貴専攻の受験者数の増加に寄与

する可能性があり、ひいては恒常的な入学定員の未充足という状態の改善につながるこ

とが期待できるものであると判断する。 

貴専攻では、会計分野の専門職大学院の目的を達成するのにふさわしい授業科目が開

設されていると認められるが、学生により高度な専門性と実務能力を身につけさせるた

めには、広い視野や周辺領域に関する先端知識を提供する科目を増やすことが検討され

るべきである。また、時事的なテーマを取り込んで行われる授業科目についても配置さ

れてはいるが、学生の多様なニーズや学術の発展動向に十分配慮して、開講科目数を増

やすとともに授業内容の充実を図ることが望まれる。さらに、国際化に関する科目とし

て「英文会計」、「国際財務報告基準概論」の２科目が開講されているが、国際的視野

を持つプロフェッショナルな人材を養成するという観点から、教育の国際化に関する取

組み方針を明確にし、具体的なプログラムや計画を策定することが望まれる。 
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教員組織においては、貴専攻の開設から日が浅いため、やむを得ない面もあるが、専

任教員の年齢構成に偏りが認められる。今後は、年齢のバランスに配慮した人事が行わ

れることが求められる。また、理論と実務の架橋という専門職学位課程制度の理念に鑑

み、基礎的な理論を講義する研究者教員と実務的な知識やスキルを教授する実務家教員

のバランスを引き続き保持することが必要である。 

さらに、教員の研究環境について、現在の研究室の構造は、研究および学生指導上の

プライバシー保護という観点から問題があるといえる。教育研究活動が支障なく行える

環境の確保が図られることが望ましい。また、教員の研究活動の活性化を図るために、

研究専念期間等の制度を整備し、教員が研究に専念できる機会を保証することが望まし

い。こうした対策は、今後の人事政策にとっても重要な影響を及ぼすものと考えられる。

教員が先端的で有意義な研究成果を公表することは、貴専攻の魅力を高め、ひいては多

くの入学生を獲得することにもつながるものと判断する。こうした観点からも、教員の

研究環境の一層の充実が求められる。 

貴専攻にあっては、上記で指摘した事項について早急に十分な対応を図ることはもち

ろん、その成果について継続的に自己点検・評価を実施し、その結果を公表する必要が

ある。不断の改善・改革努力を重ねることにより、貴専攻が社会の期待に応える会計分

野の専門職大学院として発展されることを期待する。 

 

 

Ⅲ 経営系専門職大学院基準の各項目における概評および提言 

１ 使命・目的および教育目標 

＜概 評＞ 

【使命・目的および教育目標の適切性】 

貴専攻の使命・目的は、「大原大学院大学学則」第１条で「時代の進展と社会の要請

に応えうる有能な職業会計人を養成するため、会計理論及び実務における高度の専門的

職業能力を授け、もって我が国及び国際社会の発展に寄与することを目的とする」と明

記されている。また、教育目標についても、同学則第２条第２項で「高度の専門性が求

められる職業会計人を養成するための深い学識及び卓越した能力を培う教育を行うこと

を目的とする」と示されており、専門職学位課程制度の目的に適っていると評価できる。 

貴専攻の使命・目的および教育目標における養成すべき人材像は、大学案内、会計研

究科ガイドブックにより具体化した形で、「学術的研究の実践」、「実務的技能の習得」、

「職業倫理の醸成」を教育の柱とし、現在および将来の経済社会に貢献し得る、より高

度な職業会計人の育成が使命・目的として掲げられている。そこでは、職業的倫理の涵

養が盛り込まれ、将来の経営の人材ニーズに適合した人材像についても示されていると

評価できる。また、高度職業会計人として、高い倫理観を持ち、わが国の会計基準と国

際的な会計基準の双方に精通した知識を修得した人材の養成を目指しており、国内外に
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おいて活躍できる高度専門職業人の養成についても謳われている。 

しかし、貴専攻の使命・目的および教育目標を実現するための中長期のビジョンある

いは戦略およびアクションプランは作成されておらず、「将来計画検討委員会」による

検討を待たなければならないため、早期に策定されることが望まれる。 

 

【使命・目的および教育目標の周知】 

貴専攻の使命・目的および教育目標は、ホームページや大学案内等を通じ、社会一般

に広く明らかにされており、教職員については教授会等において、学生に対しては新年

度最初のオリエンテーションの際に説明が行われ、周知が図られている。また、貴専攻

では「ＦＤ研修会」における講演会に学生の聴講を認めており、2007（平成 19）年度お

よび 2009（平成 21）年度に「国際化」をテーマにした講演会を開催し、使命・目的およ

び教育目標への理解を深める取組みを行っている。 

 

【使命・目的および教育目標の検証と改善】 

貴専攻の使命・目的および教育目標の達成状況は、修了生の公認会計士試験の合格状

況や会計系職種への就職状況の確認を通じて検証されているが、それらの取組みのみで

十分であるかについては検討の余地がある。また、検証結果を改革・改善に繋げるため

の仕組みについては整備されていないため、今後の検討課題である。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 

 

二、問題点（検討課題） 

  １）貴専攻の使命・目的を実現するための中長期のビジョンあるいは戦略および

アクションプランが作成されていないため、それらの策定が望まれる。 

  ２）貴専攻の使命・目的および教育目標を検証する仕組みについて、現状では十

分でないため、取り組みが望まれる。また、検証結果を改革・改善に繋げる

仕組みを整備することが望まれる。 

 

三、勧告 

なし 
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２ 教育の内容・方法・成果 

（１）教育課程等 

＜概 評＞ 

【学位の名称と授与基準】 

授与する学位の名称は、「会計修士（専門職）」であり、会計分野の専門職大学院の

特性や教育内容に合致する適切な名称である。学位授与に関わる基準および審査手続等

は、「大原大学院大学学則」第 30 条に明記されており、学則が記載された「会計研究科

ガイドブック」が学生に配付されていることから、学位授与に関する手続等について、

学生に対して周知が図られている。 

貴専攻の授業科目ごとに設定されている単位数および２年間での 54 単位以上の修得と

いう学位授与の要件から、会計分野の特性を踏まえた一定水準の学位授与要件になって

いると判断できる。しかし、ビジネス界、その他からの意見・要望の把握は教員の個人

的な繋がりに頼って情報を収集しているに留まっており、十分とはいえない。 

 

【課程の修了等】 

「大原大学院大学学則」第 30 条により、貴専攻における課程修了の要件は、原則２年

間の在籍および 54 単位以上の修得と明確に定められており、課程修了の要件は、法令上

の規定や貴専攻の使命・目的および教育目標に対して適切に設定されている。また、修

了要件を満たすためには、週９コマ（18 単位）を履修すればよいようになっており、予

習・復習の時間を考慮しても学生の履修の負担が過重にならないように配慮して設定さ

れている。課程の修了認定の基準として、職業会計人としての職業倫理観を醸成するた

めの「会計職業倫理」２単位を必修科目としており、財務会計系、管理会計系、監査系

および法律系の各系統について最低修得単位数が定められている。こうした措置により、

課程の修了認定の基準は、会計分野の専門職大学院の目的に応じて策定されていると認

められる。課程の修了認定の基準および方法は、「会計研究科ガイドブック」が学生に

配付されていることから、おおむね適切な方法で学生に周知されている。 

在学期間の短縮の基準および方法は、「大原大学院大学学則」第 30 条第２項および第

３項ならびに第 27 条に明記され、貴専攻の入学前の既修得単位について、27単位を超え

ない範囲で修了単位数に算入することによって、１年以上２年未満で早期修了を認めて

おり、これら規則は法令上の規定に沿って設定されていると判断する。また、「他の大

学院において履修した授業科目の単位認定に関する規程」第２条において、単位認定の

対象となる大学院は会計大学院協会の会員校である会計分野の専門職大学院に限るとし、

第３条第２項において財務会計系、管理会計系、監査系、法律系の科目を単位認定の対

象から外していることから、会計分野の専門職大学院の目的に照らして十分な成果が得

られるよう配慮がなされていると評価できる。なお、在学期間の短縮基準と方法は学生

にあらかじめ明示されているが、在学期間短縮の実績はない。 
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【教育課程の編成】 

貴専攻において開設されている授業科目一覧表および大原大学院学則別表「会計監査

専攻／授業科目及び単位一覧表」から、財務会計系、管理会計系、監査系、法律系、租

税法系、経済・経営系および情報・統計系に、会計分野の専門職大学院としての目的を

達成するにふさわしい授業科目が開設されていることが確認できる。また、専門職学位

課程制度の目的ならびに貴専攻固有の使命・目的および教育目標を達成するためにふさ

わしい授業科目が開設され、会計分野の特性に応じた基本的な科目、基礎知識を展開発

展させる科目等が配置され、かつ、体系的に教育課程が編成されていると評価できる。

しかし、広い視野や周辺領域の知識を涵養する科目、先端知識を学ぶ科目の設定は少な

いため、この点については検討の余地がある。 

教育課程においては、思考力、分析力および表現力を養成することを目的として、課

題に対するプレゼンテーションやディスカッションが取り入れられ、また、「会計職業倫

理」、「英文会計」、「国際財務報告基準概論」科目が配置され、会計の実務に必要な専門

的な知識、思考力、分析力、表現力等を修得させるとともに、高い倫理観を持つプロフ

ェッショナルな人材を養成する観点から適切に編成されている。ただし、国際的視野を

持つプロフェッショナルな人材の養成という観点からは、「英文会計」および「国際財

務報告基準概論」が設置されているのみであり、不十分であるため、今後の課題として

より適切な取組みが必要である。 

貴専攻の使命・目的および教育目標に応じて、教育課程には、財務会計、管理会計、

監査、法律、租税法、経済・経営および情報・統計の７つの系に必要な科目が配置され

ており、設置科目からは、財務会計、管理会計、監査等に関する内容を扱う科目が適切

に教育課程に盛り込まれていると判断する。 

貴専攻の教育課程では、時事的なテーマを取り込んで行われる授業科目についても配

置されてはいるが、設定されている総科目数は少なく、カリキュラムから判断して、学

生の多様なニーズや学術の発展動向に十分な配慮が行われているとはいえない。また、

専門職大学院として設置されている貴専攻には、多様なバックグランドを持った学生が

入学してくる可能性があるが、学年によって履修できる科目に限定があるのは問題が生

じる場合も考えられる。現行の制度では、すでに基礎的な知識を有している学生は、よ

り高度の科目をとるのに２年次まで待たなくてはならないことから、柔軟な教育課程の

編成について検討が望まれる。 

 

【系統的・段階的履修】 

「大原大学院学則」第 25 条第２項において、１年間に履修登録できる単位の上限を 36

単位と定めてあり、修了要件である 54 単位以上の修得と考え合わせると、学生が各年次

にわたって授業科目をバランスよく履修できるようになっている。 
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また、教育課程の編成においては、１年次に「基本科目」と「発展科目」、２年次に「発

展科目」と「応用・実践科目」が配置されており、それぞれ科目系統ごとに学生による

履修が系統的・段階的に行えるようにおおむね適切に配置されている。さらに、授業科

目の特徴、内容、履修形態およびその履修のために必要な教室外の予習・復習を含む学

修量等を考慮して、適切な単位が設定されている。 

 

【理論教育と実務教育の架橋】 

各科目系統に実務・実践という名称を付した科目が開設されており、その多くの科目

において企業等が実際に開示しているデータを使用するといった工夫がなされており、

カリキュラム編成、授業の内容について、理論教育と実務教育の架橋を図る工夫がなさ

れている。 

また、監査系の授業科目として「会計職業倫理」が必修科目として設定されており、

職業倫理を養う授業科目が開設されている。 

 

【導入教育と補習教育】 

導入教育として学校法人大原学園が社会人のために開発した簿記講座を受講させるこ

とによって、簿記会計の知識を有していない学生への対応が図られている。また、基礎

学力、特に簿記会計の能力が低い学生に対しては、授業開始前のオリエンテーションに

おいて学部レベルの基礎学力を確認するための科目履修を促すことによって対応が図ら

れている。 

しかし、現段階において、貴専攻独自の導入教育や基礎学力の低い学生に対応した補

習教育の措置についてはとられていないため、貴専攻独自の導入教育を実施することが

望ましい。 

 

【教育研究の国際化】 

貴専攻の教育課程では、国際化に対応するための授業科目として「英文会計」および

「国際財務報告基準概論」２科目が用意されている。また、ＦＤ活動の一環として、国

際化の動向に関する講演会等が開催されているが、教育研究の国際化に関する方向性は

明確には定められていない。現状としては、国際化に対応する継続的な科目の設定や試

み、海外の大学との連携等および国際化を進めるための具体的なプログラムの設定は行

われていないため、教育研究の国際化に向けた取組みは不十分である。 

 

【教職員・学生等からの意見の反映】 

教員からの教育課程についての意見聴取については、教授会および各種委員会等にお

いて意見・要望表明の機会があり、おおむね適切に意見が反映されていると判断する。

学生からの意見・要望は、各セメスターにおいて実施されている授業アンケートによっ
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て聴取され、教務委員長およびＦＤ委員長を通じて、教育課程の改善に反映される仕組

みとなっている。しかし、それらの取組みにより学生の十分な意見表明の機会があるか

については検討の余地がある。 

また、ビジネス界やその他外部の意見について、実務家教員を介して取り込まれてい

るとしているが、意見を反映するための手続は明文化されていない。ビジネス界その他

外部の意見について、個人的な繋がりだけに頼るのでは情報の偏りを招くおそれがあり、

情報の共有化という視点からも問題があるため、組織的な意見・要望を反映する仕組み

を設定することが望まれる。 

 

【特色ある取組み】 

貴専攻では、学生に単なる知識の修得だけではなく、実務をこなすために必要な知的

な素養を身につけさせるように会計・監査の主要科目だけではなく、隣接領域の周辺科

目を網羅するカリキュラムが編成されており、学年進行に応じて順次、履修することで

着実に学修できるように授業科目が配置されている。貴専攻では、このようなカリキュ

ラム編成が教育課程における特色ある取組みであるとしているが、こうした段階的・体

系的に学べるカリキュラム編成は、専門職大学院における教育課程編成の基本ともいう

べきものであり、特色のある取組みというわけではない。 

また、特色ある取組みの成果について検証する仕組みについても、検証結果を改善に

結びつける仕組みも整備されていないため、今後は貴専攻の特色ある教育課程について、

検討することが期待される。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 

 

二、問題点（検討課題） 

  １）ビジネス界その他外部の意見については、個人的な繋がりに頼って情報を収

集するだけでなく、組織的に外部の意見・要望を収集し、その反映を図り、

ビジネス界の期待に応える学位の水準を担保することが望まれる。 

  ２）貴専攻では、科目ごとに履修できる学年を限定しているが、多様なバックグ

ランドを持った学生が入学してくることに配慮し、すでに基礎的な知識を有

している学生については、１年次に「発展科目」や「応用・実践科目」の履

修を可能とするような柔軟な教育課程の編成について検討が望まれる。 

  ３）貴専攻では、国際化に関する科目として「英文会計」および「国際財務報告

基準概論」の２科目を開講しているが、国際的視野を持つプロフェッショナ

ルな人材を養成する観点から、今後は、教育の国際化に関する方向性を明確
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にし、具体的なプログラムや取組みの計画を検討し、設定することが望まれ

る。 

 

三、勧告 

なし 

 

 

（２）教育方法等 

＜概 評＞ 

【授業の方法等】 

貴専攻では、授業方法に関して多くの科目において、その授業内容等から講義形式を

中心にした授業が実施されている。一方で、科目および授業内容により、討論形式によ

る授業や発表をともなう授業が配置され、学生の討論・発表の機会を積極的に提供する

授業も実施されている。また、会計大学院協会の協力を得て、監査法人へのインターン

シップが実施されている。これらの取組みにより、会計分野の専門職大学院として、お

おむね適切な授業方法がとられていると判断する。 

実践教育に関する授業の水準の把握については、ＦＤ活動の一環として行われている

授業参観により、会計分野の専門職大学院に必要な授業の水準を把握するよう努めてい

る。また、授業参観の後に実施している担当教員と授業参観を行った教員とのディスカ

ッションを行うことで、実践教育に関する授業の水準を向上させていくための取組みを

行っている。授業参観の後に教員によるディスカッションを実施することで、実質的に

授業水準の向上を図ろうとする姿勢は評価できる。さらに、学生に対する授業アンケー

ト調査によって学生の教育に対する評価を把握している。しかし、実践教育に関する授

業の水準を適切に把握し、向上させていくための取組みとしてこれだけで十分かは検討

の余地がある。 

授業クラスのサイズは、現状では入学者数が少ないことから、すべて少人数教育を行

うサイズとなっており、授業の内容、授業の方法および施設・設備その他の教育上の諸

条件を考慮して、教育効果を十分に上げられる適切な人数となっている。他方で、現段

階において、貴専攻では、個別指導を必要とする授業科目は開設されていない。 

なお、貴専攻においては、多様なメディアを利用した遠隔授業、ならびに通信教育に

よる授業は実施されていない。 

 

【授業計画、シラバスおよび履修登録】 

貴専攻のシラバスは、教育課程編成の趣旨に沿って適切に作成されており、シラバス

の記述項目として、「授業テーマ・目的」、「達成目標」、「授業の形態」、「評価方法」、「履

修者への要望（履修条件等）」、「授業内容」、「テキスト」、「参考図書」欄を設けており、
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記述内容は適切であると評価できる。 

授業時間帯としては、平日の９時 50分から 17時 10 分までを設定しており、時間割等

においても学生の履修に支障はないと判断する。くわえて、学生の履修に配慮した時間

割を設定していると評価できる。 

また、授業評価アンケートの結果から判断する限り、授業はおおむねシラバスにした

がって適切に実施されている。 

 

【単位認定・成績評価】 

「大原大学院大学学則」第 26 条、第 29 条において成績評価の方法、成績評価の基準

が明示されている。また、「大原大学院大学試験及び成績評価に関する規程」により、そ

の細目が規定されている。さらに、試験の実施方法や成績評価の方法については、「会計

研究科ガイドブック」にその概要が記されている。シラバスには、各科目における成績

評価の方法が示されているが、なかには具体性に欠ける記述も見られ、教員間にやや精

粗があるものの、おおむね適切に示されていると認められる。 

明示された基準および方法に基づく成績評価、単位認定については、2009（平成 21）

年度までの成績評価分布表では、ＳおよびＡ評価がほぼ 60％を超えており、Ｄ評価がほ

とんどなく、成績評価の分布に偏りがある。なお、この点に関しては 2010（平成 22）年

度前期より、ＳおよびＡ評価の割合をおおむね 30％以内とすることが教授会で決定され、

実施されており、適正化が試みられているため、引き続き成績評価が公正かつ厳格に行

われることを期待する。 

成績評価に関する学生からのクレームに対応する仕組みとしては、「試験及び成績評

価に関する規程」を定めており、同規程に基づき、学生は期間内であれば事務局に質問

票を提出し、成績照会およびクレーム等を受け付けられることになっている。申し立て

については、担当教員と教務委員長に報告され、担当教員の回答を教務委員長が確認し

た後、文書にて学生へ回答することになっている。これらの内容および規程は、ガイド

ブックへ記載されており、おおむね適切に学生に対する周知が図られている。 

 

【他の大学院における授業科目の履修等】 

貴専攻においては、「他の大学院において履修した授業科目の単位認定に関する規程」

第２条において、単位認定の対象となる大学院は会計大学院協会の会員校である会計分

野の専門職大学院に限るとしている。また、同第３条第２項において財務会計系、管理

会計系、監査系、法律系の科目を単位認定の対象から外していることからその認定が法

令上の基準のもとに、会計分野の専門職大学院の教育水準および教育課程としての一体

性を損なわないように留意した方法で十分な成果が得られるよう配慮がなされていると

評価できる。ただし、現在まで貴専攻において適用した実績はない。 
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【履修指導等】 

各学年に学年担当教員を置いて履修指導を行っており、現状においては１学年の在籍

学生数が 15名前後と少ないことから、現状としてはそのような対応で個々の学生のキャ

リアに応じた履修指導については問題がないと判断する。しかし、貴専攻では学年によ

り履修できる科目が限定されているため、さまざまなバックグランドを持つ学生に対し

て柔軟な履修ができるよう、適切な履修指導を行うことが望まれる。また、貴専攻では

カリキュラムの充実を計画し、学生数の増加を期待しているため、今後は、学生への学

習支援が組織的、効果的に行われるよう、方策を検討することが望まれる。 

また、学習支援の一環として、小テストやレポートに基づいて個々の教員から成績不

振者へのアドバイスが行われているが、試験やレポートの評価結果の組織的なフィード

バックは行われていない。なお、試験やレポート評価の結果については、個々の教員に

よる個別的な対応は一部で行われているが、適切なフィードバックが組織的に行われて

いるとはいえないため、改善が望まれる。 

貴専攻においては、ティーチング・アシスタント（ＴＡ）は置かれていないが、現状

としては１学年の在籍学生数が 15 名前後と少ないことから、学年担当教員による相談・

指導体制のみでおおむね適切な学生へ学習支援が行われているものと判断する。 

インターンシップ等を実施する場合の守秘義務に関する対応については、「大原大学

院大学インターンシップ実施要項」を作成し、ガイドラインとしている。また、学生に

対しては注意事項を配付することで注意を喚起しており、総合的にインターンシップの

実施に関して、おおむね適切な指導が行われていると判断する。 

なお、貴専攻では、通信教育や多様なメディアを通じた教育は行われていない。 

 

【改善のための組織的な研修等】 

貴専攻では、「ＦＤ委員会規程」が設けられており、同規程に基づき、ＦＤ活動を実施

する体制として「ＦＤ委員会」が設置されている。また、ＦＤ活動の具体的な内容とし

て、教員相互による授業参観およびその後の担当教員と授業を参観した教員とのディス

カッションも行われており、貴専攻の授業の内容および方法の改善と教員の資質向上を

図るために、組織的な研修および研究が行われている。さらに、その結果を文書化する

等の取組みにより、情報共有の努力も行われていると判断する。しかし、それら取組み

の成果を授業に反映している状況等を把握する仕組みは整備されていないため、今後は

改善が望まれる。 

学生による授業評価として、各セメスターにおいて授業評価アンケートを実施してお

り、その結果については個別に担当教員へフィードバックされているが、アンケート結

果の公表は行われていない。また、授業評価の結果を教育の改善につなげる仕組みは整

備されておらず、教育内容の改善については個々の教員の努力に任されており、検証の

仕組みは設けられていないため、改善が望まれる。さらに、学生の修学等の状況につい
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ての情報は、教授会に報告され、各教員に適切に提供されているが、授業内容をはじめ

とする教員固有の活動、成果、問題点等を適切に共有する仕組みは設けられていないの

で改善が望まれる。 

 

【特色ある取組み】 

貴専攻の教育方法における特色として、少人数教育をあげている。教員１人あたりの

学生数は、入学定員から算出しても１学年あたり 2.3 人であり、実質的に少人数教育が

行われていると評価できる。また、ゼミナール形式で事例研究に関する発表やディベー

トを通じて、理解力・分析力の養成および的確なプレゼンテーション能力・コミュニケ

ーション能力の開発が行われている。ただし、特色ある取組みの成果は検証されておら

ず、検証結果をさらなる改善に結びつける仕組みについても整備されていない。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

１）ＦＤ活動として授業参観が実施され、教育内容および教育方法に関する改善

討議が行われていることは、教員の資質向上を図るための組織的な取組みと

して評価できる。 

 

二、問題点（検討課題） 

  １）試験やレポートの評価結果について、組織的なフィードバック体制を整備す

ることが望まれる。 

  ２）学生による授業評価アンケートの結果について、学内において何らかの形で

公表することが望ましい。 

  ３）ＦＤ活動に学生の意見を反映させる仕組みならびに授業評価の結果を教育の

改善につなげる仕組みの整備が必要である。また、学生の学習の状況等や教

員の活動についての情報を共有する仕組みの整備が望まれる。同様に、特色

ある取組みについても、その状況を検証し、さらなる改善に結びつける仕組

みを整備することが望ましい。 

 

三、勧告 

なし 

 

 

（３）成果等 

＜概 評＞ 

【学位授与数】 
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学位授与については、規程にしたがって行われており、2007（平成 19）年度は 15 名、

2008（平成 20）年度は 14名となっており、学位授与数は在籍学生数との関係からは適切

である。ただし、中途退学者数が 2006（平成 18）年度 11 名、2007（平成 19）年度４名

と、入学者数が少ないなかで相当な人数となっている。 

また、学位の授与状況等を調査・検証する体制は整備されておらず、学位授与状況の

公表等ともあわせて、検討することが必要である。 

 

【修了生の進路および活躍状況の把握】 

修了生の進路については、修了前に学生に対して調査を行うことで把握しているが、

公表は行われていないため、今後は修了生の進路等について公表することが望ましい。 

修了者の進路先等における評価や活躍状況については、少数の修了者にインタビュー

を行い、修了者の進路先等における活躍状況や貴専攻の教育についての意見聴取を行っ

ている。これに関する公表については、修了生１名のインタビュー記事を大学案内へ掲

載しているほか、ホームページでは修了生１名のコメントを掲載しているのみである。

これらのことから、修了者の進路先等における評価や活躍状況の把握を行う体制が整備

されていないうえ、十分な公表も行われていないため、今後は改善が望まれる。なお、

貴専攻では、修了生が少なく、個人を特定することも可能なため個人情報保護の観点か

ら、公表を見合わせているとしているが、人数等のデータの公表は個人情報保護とは関

係ないと考えられ、大学の社会的責任の観点から修了者の進路等の情報について公表を

行うよう検討することが望まれる。 

 

【教育効果の測定】 

貴専攻の使命・目的および教育目標に即した教育効果に関する評価については、公認

会計士あるいは会計に密接な関係のある職に就くことによって評価されるとの考えに基

づき、学生に対する進路調査等を行っている。実際に、貴専攻の修了生には、公認会計

士試験の合格者や会計に密接な関係のある職への就職者もいるようであり、おおむね貴

専攻の使命・目的および教育目標に即した修了者を輩出していると認められる。 

ただし、教育効果を評価する指標や基準の開発は行われておらず、教育効果の評価結

果を組織的に教育内容・方法の改善につなげる仕組みも整備されていない。また、貴専

攻における教育効果を測定する指標としては、公認会計士あるいは会計に密接な関係の

ある職に就くことによってのみ評価されるだけではなく、そこに至るまでの中間的な指

標による測定によっても部分的な評価ができるため、検討することが望まれる。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 
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二、問題点（検討課題） 

  １）修了生の進路については、大学の社会的責任の観点から修了者の進路等を公

表するよう検討することが望まれる。 

  ２）貴専攻の使命・目的および教育目標に即した教育効果について評価について

は、大学院からのアウトプットである公認会計士あるいは会計に密接な関係

のある職に就くことによってのみ評価されるだけではなく、そこに至るまで

の中間的な指標による測定によっても部分的な評価ができるため、教育効果

の評価と評価結果の有効活用が図られる体制を整備することが望まれる。 

 

三、勧告 

なし 
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３ 教員組織 

＜概 評＞ 

【専任教員数】 

2009（平成 21）年５月時点では、専任教員 13名（教授８名、准教授４名、助教１名）

が配置されており、平成 15 年文部科学省告示第 53 号第１条第１項に定められる貴専攻

の必要専任教員数を満たす専任教員を擁していた。また、2010（平成 22）年 10 月時点に

おいても、退職した専任教員２名（教授１名、助教１名）の後任として教授２名を採用

しており、計 13 名（教授９名、准教授４名）の専任教員を擁している。なお、専任教員

は貴専攻のみの専任教員として取り扱われており、基準を満たしている。 

貴専攻においては、2010（平成 22）年 10 月時点で教授は９名配置されており、法令上

必要とされる専任教員数の半数以上となっているため、基準を満たしている。 

 

【専任教員としての能力】 

貴専攻の専任教員数 13 名のうち、９名は設置認可申請時に、１名は設置認可の翌年度

に「大学設置・学校法人審議会」の教員資格審査を受けて合格した者である。また、2009

（平成 21）年に採用した１名および 2010（平成 22）年に採用した２名は教育・研究業績

から判断して、それぞれ担当する専門分野に関し、指導能力を備えた教員であると判断

できる。 

 

【実務家教員】 

専任教員のうち実務家教員数は５名であり、全専任教員数の３割以上の実務家教員数

を擁しており、基準を満たしている。また、実務家教員は、いずれも公認会計士または

税理士として５年以上の実務経験を持ち、かつ、高度な実務能力を有しており、基準を

満たす能力を備えていると判断する。 

 

【専任教員の分野構成、科目配置】） 

貴専攻では、会計分野の特性に応じた基本的な科目、実務を学ぶ科目、広い視野や周

辺領域の知識を涵養する科目、基礎知識を涵養する科目、基礎知識を展開発展させる科

目、先端知識を学ぶ科目について専任教員を配置しており、適切な教員配置が行われて

いる。 

貴専攻において教育上主要と認められる科目には、おおむね専任の教授または准教授

が配置されているが、2009（平成 21）年度においては、唯一の必修科目とされている「会

計職業倫理」に専任教員が配置されていなかった。ただし、2010（平成 22）年度には、

当該科目の専任教授が採用されているため、おおむね適切な専任教員の科目配置となっ

ている。 

その他、実践性を重視する科目には実務家教員が配置されており、財務会計系および
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監査系の科目について、専任教員のほか兼任教員を配置しているため、その配置は適切

な基準および手続によって行われていると判断する。 

 

【教員の構成】 

貴専攻の専任教員は、豊富な職業経歴を持つ者が多く含まれている点は評価できるが、

2010（平成 22）年 10 月時点で専任教員 13 名のうち 68 歳以上の者が６名を占めており、

平均年齢がやや高く、年齢構成には偏りがあると判断する。また、国際経験を持つ教員

は少ない。現状において、教員の構成が著しくバランスを欠いているというわけではな

いが、今後、貴専攻が一定の教育の質を担保しながら継続していくためにも、検討が必

要である。 

 

【教員の募集・任免・昇格】 

教員組織編制については、「教員の採用および昇任に関する規程」および「人事委員会

規程」の趣旨に則って運用されている。 

教員の募集・任免・昇格については、「教員の採用および昇任に関する規程」が定めら

れており、同規程により基準を定めている。さらに、「人事委員会規程」の規定にしたが

って運用されており、おおむね規程が整備されている。ただし、昇任等の基準は必ずし

も明確ではなく、教育上の指導能力の評価については、採用段階では基準が定められて

いないため、今後の検討が必要である。また、教員の募集・任免・昇格については、「教

員の採用及び昇任に関する規程」および「人事委員会規程」に則り、教授会より選出さ

れた３名の専任教員による「人事委員会」において募集・採用等に関する議案をまとめ、

それらを教授会に諮る手順となっている。これらの規程および手順により、教員の募集・

任免・昇格について、貴専攻固有の教員組織の責任において行われていると判断する。 

しかし、任期制の適用や特定分野についての高度の知見を有する内外の専門家の処遇

等の教育研究の必要に応じた配慮が可能な制度は設けられていない。また、教員の後継

者の養成または補充については、教授会で必要に応じて検討することとされているが、

現状においては、専任教員の後継者養成については検討されていないため、今後の課題

である。 

 

【教員の教育研究条件】 

専任教員が担当する授業科目は週平均で 1.2 科目（２単位科目）であり、教育の準備

および研究に充てる時間は十分にあるといえるが、他方で、専任教員が担当する授業科

目数は少なすぎると判断する。学生への教育の充実という点からは、専任教員の担当科

目数の増加について検討すべきである。 

個人研究費は、研究者教員である教授および准教授に年間 50 万円、助教に 25 万円、

実務家教員である教授、准教授に 30 万円、助教に 15 万円を限度としており、適切に配
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分されていると判断する。 

ただし、貴専攻においては、研究専念期間等の研究活動の活性化を図るための制度が

明文としては設けられておらず、研究活動に必要な機会が保証されていない。また、教

員に研究活動への専念に必要な機会を保証するための規程が設けられていないため、貴

専攻の専任教員の研究活動の活性化を図るためにも、研究専念期間等の制度を整備し、

専任教員が研究に専念できる機会を保証することが望ましい。 

 

【教育研究活動等の評価】 

専任教員の教育活動の評価については、学生に対するアンケート調査、ＦＤ活動の一

環としての教員による授業参観が行われているが、専任教員の研究活動および専任教員

の貴専攻の運営への貢献について、適切に評価する仕組みは整備されていない。今後は、

専任教員の研究活動の活性化等とあわせて、適切な評価を実施することが望まれる。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 

 

二、問題点（検討課題） 

  １）専任教員の年齢構成に偏りがあることをはじめ、教員組織編制に関する問題

点が見受けられることから、今後は、バランスに配慮した人事を行うことが

望ましい。 

  ２）専任教員が担当する授業科目は週平均で 1.2 科目（２単位科目）と少ないこ

とは、教育の充実の観点からは問題があり、専任教員の担当科目数を増加さ

せることが必要である。 

  ３）貴専攻の専任教員の研究活動の活性化を図るため、研究専念期間等の制度を

整備し、専任教員が研究に専念できる機会を保証することが望ましい。 

  ４）専任教員の教育活動、研究活動ならびに大学院運営への貢献等について適切

に評価する仕組みを整備することが望ましい。 

 

三、勧告 

なし 
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４ 学生の受け入れ 

＜概 評＞ 

【学生の受け入れ方針等】 

入学試験要項およびホームページに学生の受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）

が明記されており、専門職学位課程制度の目的に合致し、かつ、貴専攻の使命・目的お

よび教育目標に即したアドミッション・ポリシーが設定されている。また、「入試委員

会」を設置し、入学試験問題の作成から筆記試験の採点および面接試験の評価を行うと

いう選抜方法および選抜手続についても、アドミッション・ポリシーとあわせて貴専攻

のホームページおよび入学試験要項により、事前に入学志願者をはじめ広く社会に公表

されていると判断する。 

入学試験の実施体制については、「入試委員会」を中心とした体制を設けている。ま

た、入学試験の実施に際しては「入学試験実施マニュアル」を設けており、的確、かつ、

客観的な評価によって受け入れを行うよう工夫している。さらに、「入試委員会」の審

議については記録もとっており、おおむね適正と判断する。しかしながら、入学試験に

よる選抜の結果を見る限り、志願者のほぼ全員が合格となっており、選抜基準の明確化

および客観化が必要である。 

毎年、６月から翌年３月までの間に入試説明会を全８回実施し、７月から翌年３月ま

での間に全６回の入学試験をすべて土曜日に実施しており、学生および社会人が受験し

やすいように配慮されている。したがって、学生募集方法および入学者選抜方法は、貴

専攻の入学資格を有するすべての志願者に対して、入学者選抜を受ける公正な機会を等

しく確保していると判断する。 

 

【実施体制】 

貴専攻において実施している入学試験としては、一般入試、自己推薦入試、学校推薦

入試および学園内選抜入試の４種類の入学試験を設けている。一般入試では、筆記試験

と面接試験を課しており、筆記試験は財務会計、管理会計に関する基本的な知識を有し

ているかについて、基本用語の理解を問う問題、日商簿記検定２級レベルの仕訳問題お

よび計算問題を出題している。面談試験は 20分程度で実施しており、志願動機や入学後

に修得したい知識等を問うことにしている。また、自己推薦入試では、自己推薦書の審

査と面接試験を実施しており、学校推薦入試では、指定校からの推薦書の審査と面接試

験を実施している。学園内選抜入試では、学校法人大原学園各校の専門課程に在籍する

者を対象としており、推薦書の審査と面接試験を課している。合格判定については、４

種類の入学試験のそれぞれの結果を受けて、「入試委員会」が合否の判定を行い、教授会

の承認を得て最終決定する仕組みとなっており、おおむね適切、かつ、公正に実施され

ていると判断する。 
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【多様な入学者選抜】 

貴専攻の入学試験では、一般入試、自己推薦入試、学校推薦入試および学園内選抜入

試の４つの方法が採用されており、多様な受験希望者に入学試験の受験機会を与えてい

ることは、評価できる。 

 

【身体に障がいのある者への配慮】 

貴専攻においては、身体に障がいのある者が入学試験を受験するための特別な仕組み

や体制は整備されていない。身体に障がいのある者が入学を希望する場合には、受験者

自身が出願前に貴専攻の使用する設備等の現状を確認したうえで、入学試験を受験する

こととしている。 

 

【定員管理】 

点検・評価報告書によると、貴専攻では入学定員を超える入学者数とならないように

配慮しているとしている。しかし、入学定員に対する入学者数の割合は、2007（平成 19）

年度 0.47、2008（平成 20）年度 0.47、2009（平成 21）0.53 と、過去３年間いずれも５

割程度であり、恒常的に大幅な定員割れの状態となっている。また、収容定員に対する

在籍学生数の割合についても、2009（平成 21）年５月１日現在で 0.48 であり、５割程度

にとどまっており、適切な定員管理が求められる。 

貴専攻では、上記のように入学者数が入学定員を大幅に下回る状況が続いているが、

これを改善するための取組みはいまだ不十分であり、入学定員と実際の入学者数との関

係の適正化は図られていない。「将来計画検討委員会」においてカリキュラムの改定を検

討しており、これらによって定員確保がなされる計画とのことであるが、定員確保が喫

緊の課題であることから、抜本的な定員管理に関する方策が必要である。よって、貴専

攻の使命・目的および教育目標を達成するためにも、早急に定員管理に関する方策を講

じることが必要である。 

 

【入学者選抜方法の検証】 

各年度の入学試験の終了後から翌年度の募集開始までの期間に、「入試委員会」におい

て学生の受け入れ方針等について検証が行われている。また、入学試験の実施方法等に

おいて改善の必要があると認められる場合には、教授会で審議することとされており、

継続的に検証を行うための組織的な体制および仕組みが確立されている。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 
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二、問題点（検討課題） 

  なし 

 

三、勧告 

１）貴専攻では設立以来、入学定員を下回る入学者数である状態が継続しており、

2009（平成 21）年度では入学定員に対する入学者数の割合が 0.53、収容定員

に対する在籍学生数の割合が 0.48 となっているため、適切な定員管理が求め

られる。貴専攻では、定員管理の改善方策として「将来計画検討委員会」に

おいてカリキュラムの改訂等の対策を検討しているが、その有効性は未知数

であり、定員管理に関する抜本的な改善が図られるべきである。 
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５ 学生生活 

＜概 評＞ 

【支援・指導体制の確立】 

教員による学生生活に関する支援・指導は、学年担当教員の設置および各教員による

オフィス・アワーの設定によって行われており、おおむね適切な体制がとられている。

また、事務局には学生担当の職員が配置されており、学生生活に関する支援・指導体制

が確立していると判断する。 

 

【学生の心身の健康と保持】 

学生の健康等に関する体制としては、全学生に対する６月末の健康診断の実施、学年

担当教員および事務局の学生担当職員による相談が行われ、必要に応じて学校医に指導

を仰ぐ制度が整備されている。なお、常設のカウンセリング体制はとられていないが、

貴専攻においては、在籍学生数の少ないことを考慮すると、やむを得ないと判断する。 

 

【各種ハラスメントへの対応】 

貴大学では、2009（平成 21）年 11 月に「ハラスメント対策に関する規程」が定められ

ており、各種ハラスメントに関する規定および相談体制が整備されている。また、学生

に対して案内文と「ハラスメント対策に関する規程」が配付され、さらに、学生ガイド

ブックへの掲載、オリエンテーション時における説明により、学生に対しておおむね適

切な周知が図られている。 

 

【学生への経済的支援】 

貴専攻では、学生への経済的な支援として、給付奨学金である「大原大学院大学奨学

金」、貸与奨学金である「日本学生支援機構奨学金」および「私費外国人留学生学費減免

制度」を設けている。そのほか、学費の延納等が認められる制度を採用しており、奨学

金やその他の学生への経済的支援についての相談・支援体制は整備されていると判断す

る。しかし、「私費外国人留学生学費減免制度」については、2009（平成 21）年度で終了

している。 

また、学校法人大原学園の公認会計士受験講座を貴専攻への入学手続完了から貴専攻

修了後最初の受験までの間、無料で受講できる制度を設けており、この点は学生への経

済的支援となっている。なお、この講座の 2009（平成 21）年度の受講者は 27 名であり、

在籍学生数 29 名からすると大半の学生が利用しているといえる。 

 

【キャリア教育の開発と推進】 

キャリア形成支援として学校法人大原学園が運営する公認会計士受験講座を一定期間

無料で受講できる制度が設けられており、この点が貴専攻におけるキャリア教育の特徴
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となっているが、貴専攻独自のキャリア教育開発のための部署・組織は設けられていな

い。ただし、課程修了後に相談があれば、学年担任教員、学生担当職員および学園本部

就職部職員が共同で助言・指導にあたることとされている。 

 

【進路についての相談体制】 

事務局の学生担当職員と学校法人大原学園本部の就職部職員により、就職活動の説明

会が実施されているほか、個別相談にも応じている。また、学校法人大原学園本部の開

催による監査法人の説明会についても貴専攻の学生に対して案内が行われている。しか

し、全体として学校法人大原学園本部に大きく依存する状況となっており、貴専攻の学

生を対象とした組織的な就職支援体制としては不十分であるため、今後、貴専攻独自の

相談体制等について検討することが必要である。 

 

【身体に障がいのある者への配慮】 

貴専攻の使用する校舎には、バリアフリー等の身体に障がいのある者が利用できる施

設が一部については配置されているが、十分な施設は整備されていない。貴専攻への入

学を希望する者のうち、身体に障がいのある者がいた場合には、施設・設備を確認した

うえでの受験が要請されており、必ずしも適切な支援体制が整備されているとはいえな

い。 

 

【留学生、社会人への配慮】 

貴専攻は、平日昼間のみ授業を実施する会計分野の専門職大学院であるため、社会人

が働きながら学べるような特別な支援体制はとられていない。また、今後も社会人が働

きながら学べるような体制の整備は予定されていない。留学生については、経済的な支

援として私費外国人留学生学費減免制度を設けているほか、学校法人大原学園が設置す

る大原日本語学院の協力を得て、同学院が契約する住宅を斡旋する支援体制が整備され

ている。なお、「私費外国人留学生学費減免制度」については、2009（平成 21）年度で終

了している。 

 

【支援・指導体制の改善】） 

学生生活に関する支援・指導体制を継続的に検証する仕組みは確立されていない。学

生からの要望があった場合には、学年担任教員と事務局の学生担当職員が協議し、改善

が必要となった場合には、関係する委員会および教授会に諮ることとしている。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 
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二、問題点（検討課題） 

  １）身体に障がいのある者に対応した施設および支援体制の整備を進めることが

望ましい。 

  ２）貴専攻では、学校法人大原学園本部の制度を利用したキャリア教育の開発や

進路相談等が行われているが、貴専攻独自の制度等は整備されていないため、

学生生活に関する支援・指導体制を継続的に検証する仕組みを確立すること

が望ましい。 

 

三、勧告 

なし 
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６ 教育研究環境の整備 

＜概 評＞ 

【人的支援体制の整備】 

貴専攻では、専任の事務職員が５名、学校法人本部の事務処理部門職員で貴専攻の事

務を兼務しているものが６名となっている。貴専攻の学生の収容定員等の規模を勘案す

ると、貴専攻の使命・目的および教育目標に沿った人材を育成するとともに、教育研究

に資する人的な補助体制が整備されていると判断する。 

また、貴専攻ではＴＡ制度は設けられていないが、学年担任教員および個々の教員に

よる対応によって有効に代替されており、貴専攻の規模等を勘案し、現状としてはおお

むね適切な人的支援体制が整備されている。 

 

【教育形態に即した施設・設備】 

貴専攻では、独自の専用施設として、講義室２室、演習室２室および自習室が設置さ

れている。また、パソコンを利用した授業においては、学校法人大原学園が運営する専

門学校のパソコン教室を活用している。さらに、貴専攻の学生に対して個人用ロッカー

を用意しており、最低限必要な施設・設備が用意されている。 

しかし、貴専攻の施設･設備の状況を見ると、現在では規模および教育形態に即した施

設・設備を最低限備えているが、学生用スペース等においては貴専攻の学生の利便性や

ニーズに配慮し、実質的に利用される施設とする必要がある。また、講義室についても、

現状では２室を学年別に使用しているが、今後はカリキュラムの改定も計画されている

ため、講義室の拡充も必要である。これらの点を踏まえ、貴専攻の教育形態に即した施

設・設備について整備をしていくことが期待される。 

 

【学生用スペース】 

貴専攻では、学生の自学・自習のため、自習室を設けており、８時から 22 時まで使用

が可能な体制としているほか、講義室や演習室についても授業を実施していない時間は

学生が自習室として使用することが可能となっている。また、学校法人大原学園の本館

１階および 11 号館１階にロビーコーナーが設置されており、貴専攻の学生も利用できる

ことになっている。 

しかし、学生相互の交流のためのラウンジは、学校法人大原学園の学生も使用できる

ことになっており、貴専攻独自としてはラウンジを保有しておらず、貴専攻が専用とし

ている建物と別の建物にあるスペースを専門学校と共有で使用しているため、学生が利

用しやすい環境とはいえない。 

さらに、貴専攻独自に保有している自習室については、学生各自の専用の机はなく、

３人掛けの机が置かれているのみのスペースであり、ＬＡＮ接続端子は設けられている

ものの、それぞれの座席間には仕切りもなされていない。会計学を専攻する貴専攻の学
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生にとっては、個人スペースの自習施設が必要であり、学生のニーズに応えるような設

備に関して配慮することが望まれる。 

 

【研究室等の整備】 

点検・評価報告書によると、貴専攻の専任教員全員に個別の研究室が供与されており、

ＬＡＮも敷設されており、使えるようになっているとされている。また、各研究室には、

机、椅子、書棚、保管庫、パソコンおよび電話を設置しており、貴専攻における授業の

準備や研究を行うに必要な設備を用意しているとある。 

しかし、実地視察の結果、各研究室は仕切り板によって個人スペースが確保され、個

室となっている状況であり、空調等の都合から研究室の上部は吹き抜けになっている。

そのため、研究室間では、電話や学生からの相談への対応等が聞こえてしまう状況であ

り、プライバシーを重視した施設といえない。研究個室は、教員の研究を行うのみなら

ず、学生が質問や相談に来ることも考えられるため、教員の個室として適切な施設を整

備することが必要である。 

 

【情報関連設備および人的体制】 

貴専攻では、講義のほか、学生の自習および教員の研究に活用できるように、講義室、

演習室および教員研究室には、ＬＡＮケーブルが敷設されている。また、図書室には、

ネットワーク接続済のパソコンを６台設置しているほか、ＬＡＮケーブルを敷設してい

る。 

サポート体制としては、事務局職員による情報インフラストラクチャーのサポートサ

ービスが行われている。また、貴大学の設置者である学校法人大原学園の情報システム

本部職員による支援体制も整備されている。これらのことから、情報関連設備に関する

人的体制は、おおむね整備されていると判断する。 

 

【施設・設備の維持・充実】 

点検・評価報告書によると、施設・設備は、事務職員および委託業者によって適切に

管理されており、学生の学修および教員の研究にふさわしい状態・環境が維持されてい

るとのことである。また、教育研究内容の変化、社会状況等の変化にあわせて、施設・

設備を整備しているとのことである。しかし、上記に記述したように、また、後の評価

項目でも記述するように、教育と研究にふさわしい施設・設備が整備されているとはい

えないため、今後は計画的に貴専攻の使命・目的および教育目標を達成するにふさわし

い施設・設備を整えていくことが必要である。 

 

【身体に障がいのある者への配慮】 

教室・演習室等のバリアフリー化は行われており、身体に障がいのある者が利用でき
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る施設は一部存在する。しかし、貴専攻が使用する校舎には入口のスロープや階段の手

すりは設置されておらず、車いすへの対応が万全ではないなど、身体に障がいのある者

のための適切な施設・設備の整備は十分でない。 

 

【図書等の整備】 

点検・評価報告書によると、図書室には、会計専門職学位課程の学生の学修および教

員の教育研究に必要な蔵書 4,250 冊（和書 3,876 冊、洋書 374冊）および雑誌 28種類（和

雑誌 19 種、洋雑誌９種）ならびに電子ジャーナルが計画的・体系的に整備されていると

ある。しかし、貴専攻の図書室には、蔵書数は少なく、学生のレポート作成にさえ不十

分であり、また、教員の研究にも当然に不十分な状況である。さらに、電子ジャーナル

についても、ビジネス・経営分野のデータベースであるＡＢＩ/INFORM Complete の使用

は可能であるが、有価証券報告書が読める環境にはなく、会計分野の学修および研究に

必要なデータベース等が活用できる体制にはなっていない。今後は、早急に専門職大学

院としてふさわしい図書資料を整備するとともに、貴専攻の教育研究に必要な電子ジャ

ーナル等についても導入することが必要である。 

また、蔵書数、種類を補完するために、国内外の大学図書館・大学院や研究機関等と

の学術情報や資料の相互利用が必要であるが、貴専攻は、相互利用のための条件整備は

行われていない。貴専攻は、１研究科１専攻の大学院大学として設置されており、蔵書

数・サービスが不十分であるので、大学間の図書の相互利用について整備し、学生およ

び教員の教育研究の便宜を図ることが望まれる。 

１回の貸出冊数については、「図書室利用規程」により１人５冊まで、２週間以内の貸

し出しとしており、学生および教員は図書を自由に閲覧することができる。しかし、開

館時間は平日８時 30 分から 18 時までとなっており、授業終了後に図書館を利用するこ

とは実質上難しい状況である。また、土日は閉館となっているため、授業のない日には

利用できないことになる。今後は、学生の学修および教員の教育研究の利便性に配慮し、

開館日・時間等については検討することが必要である。 

 

【財政的基礎】 

貴専攻の入学定員は 30 名であり、さらに約半数の定員未充足である現状では、学生生

徒等納付金のみでは貴専攻の経営維持は困難である。しかし、点検・評価報告書による

と、学校法人大原学園によって差損の補填が行われてきており、社会に対する貢献を十

分に果たすまでは、継続的な支援が行われることになっている。 

 

【教育研究環境の改善】 

点検・評価報告書によれば、貴専攻では、施設等に関して学生アンケートが実施され

ており、その結果に基づき「施設委員会」において検討を行い、教育研究環境について、
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学生や教職員の意見要望を把握し、施設の改善等に結びつけていくために、継続的に検

証する組織体制・システムが確立されており、このシステムにより、教育研究環境の向

上に向けて必要な改善が行われているとされている。 

しかし、【学生用スペース】、【研究室等の整備】、【身体障がいのある者への配慮】、

【図書館等の整備等】等の項目で意見を述べたように、学生や教職員の意見要望を把握

し、それを施設の改善に結びついているという確証を得ることはできなかった。今後は、

貴専攻の教育研究環境として適切な施設・設備となるよう、計画的に改善に取り組んで

いくことが求められる。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 

 

二、問題点（検討課題） 

  １）貴専攻では教員の研究室が設けられているものの、個室としては機能が不十

分であり、プライバシーが守られ、通常の教育・研究活動等にふさわしい施

設とはいいがたいため、対策が必要である。 

  ２）身体に障がいのある者に対する施設面での配慮についてさらに検討すること

が望ましい。 

 

三、勧告 

１）貴専攻の学生専用の自習室について、現状では３人掛けの机が並べられてい

るのみであるため、学生の利便性に配慮し、早急に仕切りやブース等により

自習しやすい環境を整えることが強く求められる。 

２）学生の学修および教員の研究の便宜を図るため、貴専攻の教育・研究に必要

な図書資料を計画的に整備すると同時に、電子ジャーナルやデータベースに

ついても専門的な教育・研究に必要なものを整備されたい。また、他の大学

や大学院、研究機関等との学術情報・資料の相互利用のための条件を早急に

整備することが強く求められる。 
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７ 管理運営 

＜概 評＞ 

【学内体制・規程の整備】 

貴専攻の管理運営を行う固有の組織体として、教授会、各種委員会および事務局が置

かれており、それぞれの活動を公正、かつ、円滑にするために、教授会規程をはじめと

した各委員会規程が制定されている。 

 

【法令等の遵守】 

貴専攻では、学校教育法や専門職大学院設置基準等の主要な関連法令に沿った運営が

なされるよう、教授会および各委員会において、確認が行われている。特に、専門職大

学院設置基準で規定されている教員組織、教育課程、課程の修了要件等および施設・設

備等については、適宜法令等を遵守しているかを確認している。これらの取組みから、

おおむね関連法令等および学内規程は遵守されていると判断する。 

 

【管理運営体制】 

貴専攻を管理運営する固有の組織体制として、専任教員で構成される教授会および教

授会の諮問機関として専任教員によって構成される各委員会において、重要な事項に関

する意思決定が行われていることになっており、貴専攻固有の専任教員組織の決定を尊

重している。 

専任教員組織の長である研究科長の任免等については、「研究科長選考規程」が設けら

れており、研究科長の選考は教授会の議に基づき学長が行うと定められている。このよ

うに規程等からは、貴専攻における管理運営体制について、形式的には適切に整備され

ている。 

 

【関係組織等との連携】 

貴専攻は、１研究科１専攻からなる独立大学院であるため、関係する学部・研究科は

設置されていない。しかし、教学側と法人側の連携については、貴大学の学長および事

務局長が学校法人大原学園の理事に就任しており、教授会と法人理事会の双方に出席す

ることにより、実質的な連携を図るようになっている。 

また、会計専門職大学院協会をとおして、大手監査法人との間で覚書を交わし、イン

ターンシップが実施されているが、その際に監査法人から提出を求められている誓約書

の事務管理は、研究科長の指示のもと事務局が担当している。 

 

【点検・評価および改善】 

管理運営に関する学内規程は、適用の都度必要に応じて制定および改定されてきてお

り、内容等の妥当性についても点検・評価されている。 
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管理運営における点検・評価については、教授会や各委員会が管理運営の改善努力を

行ってきたが、点検・評価に基づく管理運営の改善努力は行われていなかったとあるの

で、今後は適切な管理運営における点検・評価を実施することが期待される。 

 

【事務組織の設置】 

貴専攻の使命・目的および教育目標の達成を支援するために、専任の事務職員５名を

配置している。また、そのほかに、学校法人大原学園本部の事務処理部門より６名が兼

務の事務職員として配置されており、適切な規模と機能を備えた事務組織が設置されて

いる。さらに、貴専攻の収容定員等の規模に鑑みて、学校法人の事務職員と大学院事務

職員とがそれぞれ分担し、かつ、補いながら現実的に対応していると判断する。 

 

【事務組織の運営】 

教授会および各委員会に事務職員２名が出席し、教員組織の意思決定を確認するとい

った取組みにより、事務組織は教員組織と有機的な連携を図りつつ、おおむね実質的に

運営されている。 

 

【事務組織の改善】 

事務組織の活動を向上させるために、独立行政法人日本学生支援機構等の外部団体が

開催する研修会等への出席を積極的に進めることで必要な工夫・改善が行われている。

しかし、貴専攻においては、事務組織が小規模であることから事務局全体での研修会等

は開催されていない。今後は、専門職大学院の特性に鑑みて、貴専攻独自の事務組織の

改善・向上に関する取組みを検討することが必要である。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 

 

二、問題点（検討課題） 

  なし 

 

三、勧告 

なし 
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８ 点検・評価 

＜概 評＞ 

【自己点検・評価】 

貴専攻の学則において、自己点検・評価を行い、その結果を公表することが定められ

ており、「自己点検・評価委員会規程」に基づいて「自己点検・評価委員会」が設置され

ている。同委員会の下で、本協会の経営系専門職大学院基準の項目にしたがって、適切

な自己点検・評価が組織的・継続的な取組みとして実施されている。しかし、貴専攻で

は自己点検・評価活動は第三者評価に向けたものに限られているが、自己点検・評価は、

本来第三者評価にのみ向けたものだけでなく、教育・研究の質を高めるために、自主的、

かつ、組織的に継続して改善に取り組む仕組みの１つであることは強く指摘しておきた

い。 

また、貴専攻においては、自己点検・評価活動は第三者評価に向けたものと解釈し、

その結果、現段階では第三者評価として評価を受けている本協会による認証評価が初め

てであり、自己点検・評価の結果は公表されたことがない。しかし、自己点検・評価は

各専門職大学院において自主的かつ継続的に実施するものであり、その結果は適切な方

法で公表することが義務付けられているので、今回の第三者評価のみならず自己点検・

評価の結果について、社会一般へ公表することが望まれる。 

なお、今回初の点検・評価報告書が作成されたことにともない、自己点検・評価の結

果については、貴専攻のホームページを通じて 2010（平成 22）年 11 月に公表すること

が決定されている。 

 

【改善・向上のための仕組みの整備】 

自己点検・評価の結果を教育研究活動の改善・向上に結びつけるための仕組みは整備

されていない。しかし、これに関連ある組織として、「将来計画検討委員会」の設置が

承認されており、この委員会が十分に機能することを期待したい。 

 

【評価結果に基づく改善・向上】 

現状では、今回、認証評価を受けるにあたって初めて自己点検・評価に取り組んだた

め、その結果を組織的な取組みとして、教育研究活動の改善・向上に有効に結びつける

には至っていない。今後は、継続的な自己点検・評価活動とともに、評価結果に基づく

改善・向上に結びつける仕組みについて検討することが期待される。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 
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二、問題点（検討課題） 

  １）自己点検・評価は、第三者評価と結びつけて行われるものに限定されるわけ

でなく、貴専攻における教育･研究の質向上のために組織的・継続的に行われ

ていくべき性質のものであるため、実質的、かつ、継続的な自己点検・評価

に取り組むことが必要である。また、自己点検・評価の結果を教育研究活動

の改善・向上に結びつけるための仕組みを整備し、改善・向上に有効に結び

つけることが期待される。 

  ２）自己点検・評価の結果については、2010（平成 22）年 11 月に公表するとして

いるが、適切な方法で公表することが望まれる。 

 

三、勧告 

なし 
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９ 情報公開・説明責任 

＜概 評＞ 

【情報公開・説明責任】 

貴専攻のホームページおよび大学案内において、教員組織および教員の紹介コーナー

が設けられている。また、研究年報の紹介、教育改善活動の報告が行われており、組織

運営の状況や教育研究活動については、おおむね社会への適切な情報公開が行われてい

る。 

しかし、教授会等において、情報公開の役割・内容等について議論を行ったことは確

認できず、貴専攻における情報公開の方針等は検討されていないと判断する。現段階で

は、情報公開を社会に対する十分な説明責任という観点から定義し、それを促進するた

めに必要な規程や体制は整備されていないため、早期に学内外からの要請による情報公

開のための規程および体制について、整えることが望まれる。 

さらに、現在、貴専攻において実施されている情報公開が社会に対する説明責任の役

割を果たしているかどうかを検証する仕組みについては、その構築は難しいものではあ

るが、貴専攻においては整備されていないため、今後の検討課題として取り組むことが

期待される。 

 

＜提 言＞ 

一、長所 

なし 

 

二、問題点（検討課題） 

  １）貴専攻において、学内外からの要請による情報公開に対応するため、規程お

よび体制を整備することが望まれる。さらに、規程等により、情報公開の範

囲の定義を明確にしたうえで、情報公開の効果の検証に取組むための仕組み

を整備することが期待される。 

 

三、勧告 

なし 

 

 

以 上 


